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毎 年 の公 開講 座 で,受 講 者 か ら受 け る質 問 の 中 に,き ま っ て,そ の と き
の講 義 内容 と関 係 のな い ものが,い くつ か あ る。 そ れ は 日本 語 教 育 全 般 あ
るい は一 部 にっ い て の現 状 に関 す る もの で あ る、 そ うい え ぱ,質 問 者 に か
ぎ らず,目 本 語 教 育 の現 状 につ い て は,一 般 に よ く知 られ て いな い と思 わ
れ る ので,こ の あ た りで,目 本語 教 育 の概 観 を取 り上 げて み る こ とに.した 。
1・ 数字に見る目本語教育の現況
まず・ 日本語教育の現状認識の手掛 りとして,数 字に表われた現状を見
ることに しよう。資料はつぎのものを使用 した。
① 『昭和53年 度国内の日本語教育機関の実態調査 の概要報告(昭 和53
年10月1日 調べ)』 昭和54年6月 文化庁文化部国語課
② 『外国人のための目本語教育の概要(日本語教育の手引)』1960文 化
庁
③ 『世界の目本語教育機関一覧(昭 和50年)』1975国 際交流基金
④ 『国際交流基金関係海外目本語教育機開一覧』1975国 際交流基金
現在のところ最 も新 しい調査である資料①によると,国 内の目本語教育
機関の数は,大 学,目 本語学校,日 本語教室,外 国入子弟のための学校 な
ど全部で209機 関,そ こで教える教員は,非 常勤 も含んで1,251人,学 習






















イ 大学 ・大学院への進学予備教育課程を設置 しているところ
東京外国語大学附属 日本語学校131336
大阪外国語大学留学生別科1344130












































ア 成入一般を対象 とするもの60機 関
10924尋1シ775
イ 宣教師を主な対象 とするもの8機 関
3924222
ウ 技術研修生を対象 とするもの6機 関16か 所
3663632
工 学術研究者を対象 とするもの1機 関
アメリカ ・カナダ大学連合日本研究センター
12328
オ 大学入学志望者を対象 とするもの4機 関
383外531









以上を合計すると,一 般 の日本語教育関係 の数字 はつぎのようになる
一 ヰー
130機 関335粥12,179
最初に見た国内の 日本語学習者総人口14,772入 とい う数の うち,58%
を占めるのがインタナショナノセ・スクールやアメリカン ・スクールの小中
高校生であるという事実 を数字で知って・いささか意外の感示するのであ
るが,こ の部類では,学 習者の数に比べて・教員の数渉著 しく少ないこと
にも気がつく。これは上記のカ,キ の場合は,一 般教育の一科目としての
日本語授業であるため,時 間数 も週2～5時 間 といった程度で,教 員 もあ
ま り多 くを必要 としないのであろう。
授業時数,学 習期問については,い っさい数字を示 さなかったが・資料
②に,各 機関ごとに報告 されている。それによると,授 業時数が多 く,学
習期間 も長い とい う点で,最 も濃度の高い目本語教育を行っているのは週
15時 問以上で1か 年(実質10か 月)以上の教育を行 う機関である。 具体的
には,(1)の イ,大 学 ・大学院への進学予備課程,(2)ア の成人一般を対
象 とするもののうちのい くつかのもの・ エ の学術研究を対象 とするもの,
クの米国務省 日本語研修所などである。技術研修生対象の教育は週時問数



















北 ア メ リ カ6,097艇
ヨ ー ロ ツ ノ《1,2298
大 洋 州2362
中 ・南 米2162







で ある 。 以 下,100人 以上 の国 を あ げ る と,
目本.982
韓 国 鱗2
フ ラ ン ス299
タ ィ265
イ ギ リス215
イ ン ドネ シァ200
香 港!92
フ ィ リピン182
オ ー ス トラ リァ173




パ キ ス タ ン103
ブ ラジ ル102
100人 以 下 の 国 を数 え る と,総 数111か 国 とい う数 にな る。 日本 が こ の
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中にあるのを意外に思 う人があるかも知れないが・これは・外国生まれの
日本国籍所有者 と帰国子女で,と もに日本語教育機関で学習 している者の
数である。
上の表の数字によって,在 目外国人の日本語学習の度合いは・出身国 と
日本 との関係の密接さと比例 していることを知るのである。多 くの学習者
の学習動機 も,そ れによっ七推 し測ることができる。ただし・その国の経
済的余裕 とか人口の絶対数 も考慮に入れなければな斎まい。
ところで,学 習者の出身国が多種であるとい うことは・学習者の母語の
種類 も多いとい うことにな る。 このことか ら,日 本語教育は・国内の外国
語教育 と異なる種々の問題を抱えるのである。それについてはあとで述べ
る。
2・ 日本 語 教 育 の推 移
1971年 か ら77年 へ の 日本語 教 育 の推 移 を,途 中 の年 は省 略 して ・ つ ぎ
に示 そ う。
国 立大 学(1971年 〉(1977年)(増 減)
機 関数1728+65%
教 員数126148+17%





国 立 大 学 で は,機 関数 が1戸65倍 に 増 え,学 習 者 がL78倍 に増 加 した に
もか 浄わ らず,教 員 数 はL2倍 の 増加 に と どま って い る。 した が っ て教 員
1人 当 りの学 生 数 び増 加 したわ けで あ る、 私 立 大学 で は ・ 日本 語 教 育 実 施
機 関数 が24倍 に も増 えた が,教 員数 は ・M5倍 にな った に す ぎな い 。 し
か し,学 習 者 数 はふ え る ど ころ か,約1割 弱 の減 少 とな って い る。 もっ と
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も・1973に は1729人,1975年 に は2,518入 と,増 減 の波 を打 って い るの
で,な ん と も言 えな い が,機 関 数 の増 加 した割 合 で将 来 増 え る こ とは な い
に ち 力三い な い。理 由 は よ くわ か らな い が・ 私 費 留 学 生 の揚合 は ,国 際経 済
の変 動 が直 接響 くとい うこ と もあ る。 いず れ に して も,日 本 語 教 育 は国 際
関 係 の動 き を微 妙 に反 映 す る もの で あ るこ とは確 かで あ る。
一 股 の部 で も


















もの1ま,機 関数21か ら17に 減っている、これは米軍基地の縮小によるも
のであろうか。
成人一般対象の日本語学校などは,1973年 から78年 のあいだに,機 関
数で+875%,教 員数+24・7%で あるにもかかわらず,学 習者数はわず









か,銀 行 ・会社 ・大使館などで,小 グループで教師を招いて学習 している
とい うのもある。このような個人教授や小 グループ制では,必 然的 に授業
料が高くなるので,経 済的に学習できないとい う外国人 も少な くない。成
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人一般対象の日本語教育が,現 在 のように個人経営的な機関 に任せ られて
いるかぎり,習 いたくても習えない外国入は,今 後 ますます増 えていくこ
とであろう。また,経 営が苦しくなれば,そ のしわよせは教師に来 るので,
質のよい教師がまっていくとい うことも考えられ、 日本語教育の低下を来




よう。 日本語教育を行っている大学 の数 を地域別に見 ると,
ア ジ ア
北 ア メ リカ


























とな っ てい て,そ の 問 に著 しい相 違 が見 られ ・ そ れ ぞ れ の地 域 の 日本 語 教
育 事情 を うか がい知 る こ とが で き る。 大 洋 州 で は,オ ー ス トラ リア,ニ ュ
ー ジー ラ ン ドで,そ して,ア ジア で は イ ン ドネ シア7韓 国 で行 わ れ て い る。
いず れ も将 来 め対 日関係 を見 通 して の こ とで あ ろ う。 北 米 の5校 は ハ ワイ
の4校 とカ リフ ォル ニア州 の1校 で あ る。 ヨー ロッパ の1校 とい うの は7





とい う数 字 が見 られ る。 調 査 の行 わ れ た 時 点(1974年)で は,サ イ ゴ ンの建
国 小学 校 で,12ク ラ ス180名 の 日本 語 ク ラ ス が あ った とい うが,い ま は ど
うな っ た か知 る よ しもな い 。 そ の ほ か は,キ ャ ンベ ラ,西 オ ー ス トラ リア
州,ク イ ー ン ズ ラ ン ド州,ペ ル ー の各1校 で あ る。
成人 一 般 に対 す る 目本 語 教 育 機 関 は つ ぎの とお りで あ る。
















北 ア メ リカ,中 南 米 に多 い のは,
こ に入 っ て い る か らで あ る・ 日本 公 館 に よ る もの とい うの は・ 大 使 館 ・総
領 事館 ・日本 文 化 セ ンタ ー な どの設 置 す る 目本 語 普 及 講座 で あ る。 これ も,
も っ と多 く,各 国 に設 置 して ほ しい もの で あ る。 外 国 の国 営 に よ る も の も
あ る。.シン ガポ ール成 人 局,同 観 光局,タ イ 国防 省,イ ン ド国 防 省,イ ン
ドネシ ア外 務 省,同 陸 軍省 な どに よ る もの が それ で あ る。
成人 一 般 の学 習 動 機 は,目 本 企 業 へ の就 職 や 目本 人 相 手 のサ ー ビ ス業 務
のた め とい った 直 接 的 実 益 の た め の もの と,教 養,趣 味 の た め の もの とが
あ る・ 目系 子 弟 の 目本 語学 習 は,両 親 の希 望 に よ る もの が多 い。 こ の よ う
に 外国 の成 入 一般 の 日本 語 学 習 は,そ の 国 の対 日閣 係 と密 接 につ な が っ て
い るの で あ る。







日系 子 弟 の た め の 日本 語 学 園 な どが こ
が比較的多 く,北 米では,そ れが大学院に設置されたものが多い。両地域
の教育制度,教 育事情にもよるのであろう・これ ら目本語教育に従事する
教員についてみると,中 南米では日本生まれの目本人が多 く,外 国入との
比率は3,5対1で ある、その他の地域では外国人の方が多い。 特にアジァ
では,戦 前に目本語を学習 した入で,い ま日本語を教えているとい う人の





人の日本語能力が向上 し,そ の数も増えれば,当 然そうなるはずである。




たちか,資 料③の 「日本語講師専攻別人数表」によってみると,地 域別の
特徴 も浮んでくるのである。
北米 ・欧州のよ うに,目 本研究の歴史の古い地域では,日 本語専攻者 よ
りも日本学 ・日本文学専攻者が多い。それに反 して・アジァや大洋州では




多いが哲学 ・思想専攻は欧州(16人)に 多 く,宗教 ・神学専攻は北米(16人)
に多い。神学専攻が多いのは,か つて宣教師として日本に居住 した人が多
いせいと思われる。アジァでは自然科学 ・技術の専攻者が33名(理 学13,
工学6,医 学5,農 学9〉 と,ひ じように多い。これは,経 済学 ・商学の24,













シ ンガポ ー ル
イ ン ドネ シ ァ









(注)調 査 の時点 ではベ トナム1,558を 記録 している。 韓国 では、 文教部 の推定
によれば、 日本 語 を学習す る高校生 の数 は約15万 人 とのことで ある(資 料 ⑥)。
イ ン ドネシアで筆者 が聞いた ところで1ま、 バ ン ドン周辺 の高校で の学習者は一1
万入以上 との ことであ った。
大 洋 州
オ ー ス トラ リァ.

























オ ー ス トリア
ソ連
チ ェ コ ス ロ・バ キ ア
ポ ー ラ ン ド
ノレー マ ニ ア
中東
ア フ ガ ニ ス タ ン
イ ラ ン
イ ス ラ手 ル
ア フ リカ
エ ジ プ ト
マ ダ ガ ス カル





























この資料では中国の学習者数は 「不明」 とされているが,最 近の情報を
総合すると,目 本語専攻学生は3,000人 くらいである.そ の他に職揚の講
習の受講者やラジオ講座 の聴取者が百万人を超すのではないかと言われて
いる。
このごろ・新聞 ・テレビなどで,日 本語教育が取 り上げられることが多
くなってきた。それ も,な ぜか,外 国の日本語教育についてである淳,き
まったように・「日本語教員び足 りない」「日本語教材が足 りない」 とい う
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現地の声 とやらでしめくくっている。「日本語教員が足 りない」 というの
は,日 本人(の 教師)が足 りないとい うのではなく,適 格な資質を持った教
師が足 りないということである。その上,目 本語教員を採用する予算 もな
い ということである。朝 日新聞の 「声」欄でも,・「目本語教師が足 りない
な ら,退 職国語教員を送ればいいではないか」 という投書を読んだことが
あるが,中 国の都市 と姉妹関係にある都市から派遣 された現役国語教師の
中には,先 方の不評を買っているものもあるとい う話である。これは,目目
本語教育の何たるかを知 らないために失敗 した例である。
「教材が足 りない」 とい うのも・ 日本語で印刷された本なら何でもいい
というわけではない。その国の学習者のために作 られた目本語教材が容易
に手にはいらない とい うことである。そして,予 算 もないとい うことであ
る。教科書でも,辞 書でも,日 本から輸入すると,運 賃,口 銭,税 などが
加算されて,定 価の10倍 にもなるとい う国が多い。 その上,円 高の影響
もあったりすると・・とても学校 の予算ではまかないきれない。・かといって




現在・ 政府出資による特殊法人国際交流基金では・ 目本語教員g派 遣・
日本語教育教材の寄贈を,組 織的に広範囲に行っている。派遣先は,現 在




ロヨ ー ロ ツ ノ、











そのほか1978年3月 ～1979年3月,7人 の日本語教員 を中国長春へ派遣
しているほか,毎 年,ア ジア,大 洋州,中 南米,中 国へ3-4名 から成 る
短期巡回指導斑を送っている。
しかし,教 員が足 りないと悲鳴をあげているのは,外 国の日本語教育機
関ばかりではない。国内でも同じような状態にある。大学などで,日 本語
教育専門の教員を採用 しようとしても,適 格者 を得るのに苦労するという
のが実態である。成人一般向きの日本語学校などでも,能 力のある教師が
いないために,み すみす学習者 を逃がしてしま うということもしばしばあ
ると聞く。 では,適 格なる日本語教員はどのような資質を要求 されるか,
また,ど のような養成機関があるのか。
4・ 日本語教員に要求 される資質能力






アにい う国際感覚 とは,外 国人である学習者 の持つ価値観や思考 ・行動
様式,文 化的背景 に対する理解を持つことである。イは広 く言語 に対 して
深い関心を持ち,鋭 い言語感覚を持つことと,言 語およぴ言語の教育につ
いて,不 断の研究意欲を持つこととしている。 ウは国際交流の基盤 として














教材 ・教具の開発 ・作成 ・利用に関する知識 ・能力
学習者の能力の測定 ・評価に関する知識 ・能力
教育学 ・心理学に関する知識
工 目本語の背景すなわち,目 本 の文化 ・・社会 ・歴史 ・地理等に関す
る知識と理解ならびに海外の文化 ・社会等やそれを支 えている多様
な価値観についての知識 と理解





ウ 学習者 の目的 ・動機 のちがいに応ずる能カ
エ 国内 ・国外のちがい,ま た国外の地域差,学 習環境のちがいに応
ずる能カ
オ クラス授業 と個人教授,ク ラスの人数の多い少ないに応じて指導
する能カ
カ そのほか,日 本語教育の多様性に応 じて教育内容,教 育方法,教
材 の開発などについて研究する能力
以上は,文 化庁 の報告に若干の私見を加えた ものであるが,こ のよ うな




できないであろ う。言 うまでもな く,各 種養成機関はそれを目指すであろ




学部で目本語教育課程のあるのは,東 京外国語大学特設 日本語科 と国際
基督教大学教養学部語学科の二つのみで,し かも東外大のはもっぱ.ら外国
人を対象 とする。大学院の修士課程 としてはこの稿の最初にあげた4校 が
ある。 定員は4校 合わせても40名 に満たない。大学によっては,在 学生
を対象に 日本語教育のための課外 コースを設けているところ もあ る。慶
大,拓 大,天 理大,早 大にある、.青山学院大にもあったが1979年 度で廃
止になった。 これらは,一 般教育での教職課程に相当すると言えよ うか。
いずれ も私立大学に見 られることで,国 立大学でこのようなコースを設 け
ているところ准ない。 日本語教育の資格認定制度がないので,国 立大学 と
してはそのよ うなコースを設げる根拠がないとい うことかも知れない。
一般対象の養成施設 としては,長 期 ・短期の研修会,講 習会,公 開講座
などが毎年開催 されている,前 記大学内の養成 コースにも,学 外から参加
できるものがある。長期研修会は国立国語研究所の専門研修が11か 月(週
5日 制〉,日本語教育学会の研修会が7か 月(遁3回 夜問)の ほか,ア サヒ ・
カルチャーコース,大 阪YMCAの 教師養成講座などである。 短期はた




養成のための研修会などで,関 係者が最 も心を痛めていることは,研 修
を修了 して,適 当な職に就 くことができるかということである。残念なが
ら,修 了者 の全員が教える職に就 くことは不可能である。それは,研 修(殊
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に短期のもの)の 収容人員が余 りに多いことにもよる。 目本語教育の底辺





各大学その他の目本語教育機関では,定 期的 に研究誌を刊行 している
が,い まいちいち列挙する余裕がない。
国立国語研究所 日本語教育センターは,① 目本語教育の見地からする
日本語の研究 ② 日本語学習者の母語.との対照研究 ③ 日本語教師の研
修 ④ 読本 ・録音教材 ・映画 ・スライ ドその弛の各種教材や機器の開発
の研究 ⑤ 臼本語教育機関の情報資料の収集 と提供を行 っている。
日本語教育学会(社団法人)は,① 月例研究会(東京 ・大阪で開催)と②
専門誌 『日本語教育』の刊行(年3回 〉と会報(年3回)b発 行によって,会
員の研究発表を行い,米 国の同種研究団体TkeAssociationofTeachers
ofJapanese(A。T.」.〉 とのあいだに,研 究発表者の交換派遣を行 っている。
そのほか,目 本語教材の作成,目 本語辞典,日 本語教育事典の作成,日 本
語能力検定なども行っている.
言語文化研究所(財 団法人)は,研 究誌r日 本語教育研究』を発行してい
る。目










如 くである。 しかし,筆 者は,悲 観的にこれを見ているのではない。 目本
語教育の重要性についての認識が社会に浸透 していけば,や がては,国 と
しても,日 本語教育の拡充強化のための具体的対策を立てなければならな
くなるであろうと,将 来に望を託 しているのである。その日のために,い
まはひたす ら目本語教育の研究に精進 しなければならないと思 う。
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